氷見市住宅用エネルギーリソース導入促進事業費補助金交付要綱
（趣旨）

第1条 この要綱は、脱炭素社会の実現に向けて、地域内経済循環率の向上及び自立分散型エネルギー社会の構築を目的に、住宅用エネルギーリソースを導入する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、氷見市補助金等交付規則（昭和４４年氷見市規則第１２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　住宅　市内に新築される又は既に建築されている専用住宅及び併用住宅（店舗等との併用住宅を含む。ただし、延べ床面積の２分の１以上を居住の用に供するものに限る。）をいう。

⑵　エネルギーリソース　創エネ設備、蓄エネ設備、省エネ設備をいう。
⑶　創エネ　創エネルギーの略称で、電気を自ら創る取組みの総称をいう。
⑷　蓄エネ　蓄エネルギーの略称で、電気を蓄える取組みの総称をいう。
⑸　省エネ　省エネルギーの略称で、電気を節約する取組みの総称をいう。

⑹　ビークル・トゥ・ホーム（Ｖ２Ｈ）システム　電気自動車又はプラグインハイブリッド自動車と住宅との間で、電力を相互に供給し合うシステムをいう。
（補助対象者）

第3条 補助金の交付対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
⑴　市内の自ら居住又は所有する住宅にエネルギーリソースを導入する者であること。
⑵　送配電事業者への系統連系申込み後、系統連系技術検討結果のお知らせを受領している者であること。
⑶　市税を滞納していない者であること。
（補助対象設備及び額）

第4条 補助対象設備及び補助金の額は、別表に定めるとおりとする。
２　前項の規定による各機器の導入に当たり、補助対象者が、他の補助金を受けて機器の導入を行っている場合は、補助対象としない。

（補助対象経費）

第5条 補助金の対象となる経費は、補助対象設備を導入するための設備本体、附属機器の購入及び工事に係る経費とし、前条の規定による各機器の導入経費が３０万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上であるものとする。
（補助交付要件）

第6条 補助金の交付は、同一住宅における補助対象設備の機器の区分ごとに１回限りとする。
（交付申請）

第7条 補助金の交付を受けようとする者は、氷見市住宅用エネルギーリソース導入促進事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、事業開始日の属する年度の３月３１日までに市長に提出しなければならない。

⑴　事業実績書（様式第２号）
⑵　補助対象設備の型式、規格等が確認できる仕様書
⑶　補助対象設備の導入に係る経費の内訳が明記されている工事請負契約書、売買契約書、リース契約書又は見積書の写し
⑷　補助対象設備の導入に係る経費の支払いを証する書類の写し
⑸　補助対象設備の導入状況を示す写真
⑹　その他市長が必要と認める書類
（交付決定及び額の確定の通知）

第8条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付決定及び額の確定をし、氷見市住宅用エネルギーリソース導入促進事業費補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。
（補助金の交付）

第９条 交付決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、氷見市住宅用エネルギーリソース導入促進事業費補助金交付請求書兼振込依頼書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に補助金を交付しなければならない。
　（協力）

第10条 市長は、必要に応じ交付決定者に対し、補助対象設備の使用状況等について報告、資料の提供及びその他協力を求めることができる。
（交付決定の取消し）

第11条 市長は、補助対象者が次のいずれかに該当したと認められるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

⑴虚偽申請等不正事由が発覚したとき。

⑵本事業に係る市の指示に従わなかったとき。
⑶補助対象者が補助金を他の用途へ使用する等その補助事業に関して補助金の申請内容、交付決定の内容、又はこれに附した条件に反したとき。

（補助金の返還等）

第12条 補助対象者は、市長が前条の規定による取消しをした場合において、市長の命令があったときは、市長が定める期日までに、交付を受けた補助金の全部又は一部を返還しなければならない。
（その他）

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則

この要綱は、令和３年７月１日から施行し、令和３年４月１日以後に導入された設備について適用する。
附　則

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度事業から適用する。
　　　附　則
　この要綱は、令和５年８月１日から施行し、この要綱の施行の日前実施した機器の導入については、なお従前の例による。

　　　附　則
　この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度事業から適用する。

別表（第４条関係）
	設備の区分
	機器の区分
	機器の要件
	補助金額

	創エネ設備
	家庭用燃料電池
（エネファーム）
	次の全ての要件を満たすものであること。
①　発電出力（定格）が１ｋｗ未満であること。
②　中古品やリース品を含まず、未使用品であること。
	補助対象経費の１０分の１の額（千円未満の端数切捨て）
上限　１０万円

	蓄エネ設備
	家庭用蓄電池
	次の全ての要件を満たすものであること。
①　蓄電容量が２ｋｗｈ以上のリチウムイオン蓄電池であること。
②　創エネ設備が同時導入又は既に導入されていること。
③　中古品やリース品を含まず、未使用品であること。
	補助対象経費の３分の１の額（千円未満の端数切捨て）
上限　４０万円


	
	ビークル・トゥ・ホーム（Ｖ２Ｈ）システム
	次の全ての要件を満たすものであること。
①　創エネ設備が同時導入又は既に導入されていること。
②　中古品やリース品を含まず、未使用品であること。
	補助対象経費の１０分の１の額（千円未満の端数切捨て）
上限　１５万円


	省エネ設備
	高効率給湯器

	次の全ての要件を満たすものであること。
①　中古品を含まず、未使用品であること。
	補助対象経費の２分の１の額（千円未満の端数切捨て）
上限　１０万円


